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独占市場における消費者の差止請求権の必要性について
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　日的　経済民主主義へ向けての社会改革の一つとして、消費者に差止請求権を与えると

いう制度について検討する。

　現在、消費者の差止請求は一般に認められていない。民法において特例として認められ

ることはあるが、人格権や物権侵害などのように、侵害利益が重人と考えられる場合に限っ

て、個別的に処理されているに過ぎない。特に、金銭的侵害に対する差止請求は消費者に

は認められておらず、消費者被害の救済は、事篠的救済が主となっている。

　消費者に差止請求権を与えることによって、消費者が自己の損害を未然に防止すること

が可能になると共に、企業に対する消費者からの実効的な監視于段を確保することができ

る。消費者に差止請求権を与えることが社会的に見て有益であるということを、生活に関
わりの深い法と経済の領域から考察することが本研究の目的である。

　于法　経済学の基礎的な手法である経済余剰分析を用いて独占市場下における消費者余
剰、生産者余剰がどのように変化するかについて考察する。そしてその結果、社会的余剰

が変化することから、消費者の差止請求権の有用性を検討する。その際、現在の法制度と
も照らし合わせて考察する。

　結果　独占市場下では消費者余剰に損失が生じるが、生産者余剰はむしろ増加してる。

つまり、社会の総余剰の減少は消費者余剰の減少によるものである。このことから、生産

者に限らず消費者にも差止請求権を認める方が社会的利益の観点からも望ましいと言える

のではないかという仮説を定立することができる。
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　【目的】我が国では、規制緩和政策が多方面で進められているが。その成果が、消費者の生活に十分生かされているとは言いがたい。その原因の一つとして、消費者が規制緩和に

関する情報をうまく活用できないことが考えられる。

　そこで本研究では、消費者の規制緩和への反応と、消費者の情報活動との関係をとらえ、規制緩和と消費者情報との関わりや消費者情報のあり方を、考えることを目的とした。

　【調査及び分析方法】大学生（男子402人、女子600人）と、その親（男性355人、女性469
人）の計1826人を対象にアンヶ－ト調査を行った。項目は規制緩和について（規制緩和に

対する認知度、理解度、情報源、利便性、問題点、将来への要望）と、情報活動について
である。分析方法は、調査データを単純集計後、男女世代別にクロス集計を行った。次に

規制緩和の各質間項目への反応をもとに数量化in類による分析を行った。さらに析出され

た軸への個人得点をもとにクラスター分析を行い、対象者を規制緩和への反応別に分類し

た。同様の方法により、対象者を情報活動別グループに分類し、両者の関わりをみた。

　【結果】規制緩和への対応を分析した結果、規制緩和に対する知識・評価・関心を弁別す
る３軸が得られ、これにより特徴のあるグループが識別された。同様に、情報活動につい
ては、情報の自己活動度・情報の活用度・情報の対外活動度を弁別する３軸が得られ、４
グループが見いだされた。そして規制緩和への反応別のグループと、情報活動別のグルー

プとの関わりをみた。その結果、消費者の規制緩和への対応と情報活動との関係が明らか
になった。
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